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老発０５２２第３号 

保発０５２２第１号 

年発０５２２第１号 

令 和 元 年 ５ 月 22 日  

 

 

都道府県知事 

地方厚生（支）局長 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局長    

社会保険診療報酬支払基金理事長       殿 

全国健康保険協会理事長 

健康保険組合理事長 

日本年金機構理事長 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

〔 公 印 省 略 〕 

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 長 

  〔 公 印 省 略 〕 

 

 厚 生 労 働 省 年 金 局 長 

〔 公 印 省 略 〕 

 

 

「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改

正する法律」の公布について（通知） 

 

 

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改

正する法律（令和元年法律第９号。以下「改正法」という。）については、本日

公布され、順次施行することとされたところです。 

改正の趣旨及び改正法の主な内容は下記のとおりですので、十分御了知の上、

関係者、関係団体等に対し、その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏なき

ようお願いいたします。 

 

記 
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第１ 改正の趣旨 

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るため、保険者間で被保険者

資格の情報を一元的に管理する仕組みの創設及びその適切な実施のために

医療機関等へ支援を行う医療情報化支援基金の創設、医療及び介護給付の

費用の状況等に関する情報の連結解析及び提供に関する仕組みの創設、広

域連合及び市町村により高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施する

枠組みの構築、被扶養者の要件の適正化、社会保険診療報酬支払基金にお

ける従たる事務所の廃止等の措置を講ずること。 

 

第２ 改正法の主な内容 

１ 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）の一部改正 

（１） 被扶養者に関する事項 

被扶養者の要件について、日本国内に住所を有するもの又は外国に

おいて留学をする学生その他の日本国内に住所を有しないが渡航目的

その他の事情を考慮して日本国内に生活の基礎があると認められるも

のとして厚生労働省令で定めるものであることを加えるとともに、こ

の法律の適用を除外すべき特別の理由がある者として厚生労働省令で

定める者を被扶養者としないものとすること。（第３条第７項関係） 

 

（２） 医療及び介護給付の費用の状況等に関する情報の連結解析及び提供 

に関する仕組みの創設に関する事項 

ア 国民保健の向上のための匿名診療等関連情報の利用又は提供 

（ア） 厚生労働大臣は、国民保健の向上に資するため、匿名診療等 

関連情報（診療等関連情報に係る特定の被保険者その他の厚生 

労働省令で定める者（イにおいて「本人」という。）を識別す 

ること及びその作成に用いる診療等関連情報を復元することが 

できないようにするために厚生労働省令で定める基準に従い加 

工した診療等関連情報をいう。以下同じ。）を利用し、又は厚 

生労働省令で定めるところにより、次に掲げる者であって、匿 

名診療等関連情報の提供を受けて行うことについて相当の公益 

性を有すると認められる業務としてそれぞれ次に定めるものを 

行うものに提供することができるものとすること。（第 150 条 

の２第１項関係） 

          ① 国の他の行政機関及び地方公共団体適正な保健医療サービ

スの提供に資する施策の企画及び立案に関する調査 
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          ② 大学その他の研究機関 疾病の原因並びに疾病の予防、診

断及び治療の方法に関する研究その他の公衆衛生の向上及び

増進に関する研究 

          ③ 民間事業者その他の厚生労働省令で定める者 医療分野の

研究開発に資する分析その他の厚生労働省令で定める業務

（特定の商品又は役務の広告又は宣伝に利用するために行う

ものを除く。） 

（イ） 厚生労働大臣は、（ア）の規定による利用又は提供を行う場

合には、当該匿名診療等関連情報を高齢者の医療の確保に関す

る法律に規定する匿名医療保険等関連情報、介護保険法に規定

する匿名介護保険等関連情報その他の厚生労働省令で定めるも

のと連結して利用し、又は連結して利用することができる状態

で提供することができるものとすること。（第 150 条の２第２

項関係） 

    イ 匿名診療等関連情報の適切な管理 

       アの（ア）の規定により匿名診療等関連情報の提供を受け、これを 

利用する者（以下「匿名診療等関連情報利用者」という。）は、匿名 

診療等関連情報を取り扱うに当たっては、当該匿名診療等関連情報 

の作成に用いられた診療等関連情報に係る本人を識別するために、 

当該診療等関連情報から削除された記述等若しくは匿名診療等関連 

情報の作成に用いられた加工の方法に関する情報を取得し、又は当 

該匿名診療等関連情報を他の情報と照合してはならないもの等とす 

ること。（第 150 条の３から第 150 条の６まで関係） 

    ウ 厚生労働大臣による是正命令等 

（ア） 厚生労働大臣は、匿名診療等関連情報利用者が２の規定に違

反していると認めるときは、その者に対し、当該違反を是正す

るため必要な措置をとるべきことを命ずることができるものと

すること。（第 150 条の８関係） 

（イ） （ア）の命令等に違反した匿名診療等関連情報利用者につい

ては、所要の罰則を科すものとすること。（第 207 条の３及び

第 213 条の２第１号関係） 

 

（３） 電子資格確認及び被保険者等記号・番号等の告知制限等に関する 

事項 

ア 電子資格確認に関する事項 

（ア） この法律において「電子資格確認」とは、保険医療機関等か
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ら療養を受けようとする者又は指定訪問看護事業者から指定訪

問看護を受けようとする者が、保険者に対し、個人番号カード

に記録された利用者証明用電子証明書を送信する方法により、

被保険者又は被扶養者の資格に係る情報の照会を行い、情報通

信の技術を利用する方法により、保険者から回答を受けて当該

情報を当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に提供し、

当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者から被保険者又は

被扶養者であることの確認を受けることをいうものとするこ

と。（第３条第 13 項関係） 

（イ） 療養の給付等を受けようとする者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、保険医療機関等又は指定訪問看護事業者のうち、自

己の選定するものから、電子資格確認その他厚生労働省令で定

める方法により、被保険者等であることの確認を受け、当該給付

等を受けるものとすること。（第 63 条第３項、第 85 条第 1 項、

第 85 条の２第１項、第 86 条第１項及び第 88 条第３項関係） 

（ウ） 国、全国健康保険協会及び健康保険組合並びに保険医療機関

等その他の関係者は、電子資格確認の仕組みの導入その他手続

における情報通信の技術の利用の推進により、医療保険各法等

の規定により行われる事務が円滑に実施されるよう、相互に連

携を図りながら協力するものとすること。（第 205 条の５関

係） 

イ 被保険者等記号・番号等の告知制限等に関する事項 

（ア） 厚生労働大臣、保険者、保険医療機関等、指定訪問看護事業

者その他の健康保険事業又は当該事業に関連する事務の遂行の

ため被保険者等記号・番号等を利用する者として厚生労働省令

で定める者（（イ）において「厚生労働大臣等」という。）は、

当該事業又は事務の遂行のため必要がある場合を除き、何人に

対しても、その者又はその者以外の者に係る被保険者等記号・

番号等を告知することを求めてはならないものとすること。

（第 194 条の２第１項関係） 

（イ） 厚生労働大臣等以外の者は、健康保険事業又は当該事業に関

連する事務の遂行のため被保険者等記号・番号等の利用が特に

必要な場合として厚生労働省令で定める場合を除き、何人に対

しても、その者又はその者以外の者に係る被保険者等記号・番

号等を告知することを求めてはならないものとすること。（第

194 条の２第２項関係） 
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（４） その他所要の改正を行うこと。 

 

２ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）の一部改正 

（１） 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する事項 

ア 後期高齢者医療広域連合は、高齢者保健事業を行うに当たって 

は、高齢者の身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえ、高齢者保 

健事業を効果的かつ効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かなも 

のとするため、市町村（特別区を含む。以下同じ。）との連携の下 

に、市町村が実施する国民健康保険法の規定による国民健康保険保 

健事業（エにおいて単に「国民健康保険保健事業」という。）及び 

介護保険法の規定による地域支援事業（エにおいて単に「地域支援 

事業」という。）と一体的に実施するものとすること。（第 125 条第 

３項関係） 

イ 後期高齢者医療広域連合は、高齢者保健事業を行うに当たって

は、効果的かつ効率的で被保険者の状況に応じたきめ細かな高齢者

保健事業が推進されるよう、地方自治法に規定する広域計画に、後

期高齢者医療広域連合における市町村との連携に関する事項を定め

るよう努めなければならないものとすること。（第 125 条第４項関

係） 

ウ 厚生労働大臣は、高齢者保健事業に関して、その適切かつ有効な

実施を図るため公表する指針において、高齢者保健事業の効果的か

つ効率的な実施に向けた後期高齢者医療広域連合と市町村との連携

に関する事項等を定めるものとすること。（第 125 条第７項関係） 

エ 後期高齢者医療広域連合は、当該後期高齢者医療広域連合の広域

計画に基づき、高齢者保健事業の一部について、加入する市町村に

対し、その実施を委託することができるものとし、当該委託を受け

た市町村は、被保険者に対する高齢者保健事業の効果的かつ効率的

な実施を図る観点から、その実施に関し、国民健康保険保健事業及

び地域支援事業との一体的な実施の在り方を含む基本的な方針を定

めるものとすること。この場合において、後期高齢者医療広域連合

は、当該委託を受けた市町村に対し、委託した高齢者保健事業の実

施に必要な範囲において、自らが保有する被保険者に係る療養に関

する情報又は健康診査若しくは保健指導に関する記録の写しその他

高齢者保健事業を効果的かつ効率的に実施するために必要な情報と

して厚生労働省令で定めるものを提供することができるものとする
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こと。（第 125 条の２第１項関係） 

オ 後期高齢者医療広域連合は、被保険者ごとの身体的、精神的及び

社会的な状態の整理及び分析を行い、被保険者に対する高齢者保健

事 業の効果的かつ効率的な実施を図る観点から、必要があると認

めるときは、市町村及び他の後期高齢者医療広域連合に対し、当該

被保険者に係る医療及び介護に関する情報等その他高齢者保健事業

を効果的かつ効率的に実施するために必要な情報として厚生労働省

令で定めるものの提供を求めることができるものとすること。（第

125 条の３第１項関係） 

カ 市町村は、エの規定により高齢者保健事業の委託を受けた場合で

あって、被保険者ごとの身体的、精神的及び社会的な状態の整理及

び分析を行い、被保険者に対する当該事業の効果的かつ効率的な実

施を図る観点から、必要があると認めるときは、他の市町村及び後

期高齢者医療広域連合に対し、当該被保険者に係る医療及び介護に

関する情報等その他高齢者保健事業を効果的かつ効率的に実施する

ために必要な情報として厚生労働省令で定めるものの提供を求める

ことができるものとし、自らが保有する当該被保険者に係る医療及

び介護に関する情報等と併せて活用することができるものとするこ

と。（第 125 条の３第２項及び第４項関係） 

キ オ及びカの規定により、情報等の提供を求められた市町村及び後

期高齢者医療広域連合は、厚生労働省令で定めるところにより、当

該情報等を提供しなければならないものとすること。（第 125 条の

３第３項関係） 

ク 国民健康保険団体連合会及び指定法人は、後期高齢者医療の運営

の安定化を図るため、高齢者保健事業等に関する調査研究及び高齢

者保健事業等の実施に係る後期高齢者医療広域連合間（後期高齢者

医療広域連合と当該後期高齢者医療広域連合から高齢者保健事業の

委託を受けた市町村との間及び当該委託を受けた市町村間を含

む。）の連絡調整を行うとともに、高齢者保健事業等に関し、専門

的な技術又は知識を有する者の派遣、情報の提供、高齢者保健事業

等の実施状況の分析及び評価その他の必要な援助を行うよう努めな

ければならないものとすること。（第 131 条関係） 

 

（２） 賦課決定の期間制限に関する事項 

保険料の賦課決定の期間制限について、４の（１）に準じた改正を

行うこと。（第 160 条の２第２項関係） 
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（３） 医療及び介護給付の費用の状況等に関する情報の連結解析及び提

供に関する仕組みの創設に関する事項 

       医療及び介護給付の費用の状況等に関する情報の連結解析及び提供

に関する仕組みの創設について、１の（２）に準じた改正を行うこと。

（第 16 条の２から第 16 条の８まで、第 167 条の２及び第 168 条第３

項関係） 

   

（４） 電子資格確認及び被保険者番号等の告知制限等に関する事項 

      電子資格確認及び被保険者番号等の告知制限等について、１の（３）

に準じた改正を行うこと。（第 64 条第３項、第 77 条第２項、第 78 条

第３項、第 82 条第４項、第 161 条の２及び第 165 条の３関係） 

   

（５） その他所要の改正を行うこと。 

 

３ 社会保険診療報酬支払基金法（昭和 23 年法律第 129 号）の一部改正 

  （１） 社会保険診療報酬支払基金の機能の強化に関する事項 

ア 社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）の目的

に、国民の保健医療の向上及び福祉の増進に資する情報の収集、整

理及び分析並びにその結果の活用の促進に関する事務を行うことを

加えるものとすること。（第１条関係） 

イ 支払基金は、診療報酬請求書の審査における公正性及び中立性の

確保並びに診療報酬請求書情報等の分析等（エの事務をいう。）を

通じた国民の保健医療の向上及び福祉の増進、情報通信の技術の活

用による業務運営の効率化の推進並びに業務運営における透明性の

確保に努めるとともに、医療保険制度の安定的かつ効率的な運営に

資するよう、国民健康保険団体連合会と有機的に連携しつつ、診療

担当者に対する診療報酬の適正な請求に資する支援その他の取組を

行うよう努めなければならないものとすること。（第１条の２関

係） 

ウ 従たる事務所を廃止するものとすること。（第３条関係） 

エ 支払基金の業務に、診療報酬請求書及び特定健康診査等に関する

記録に係る情報その他の国民の保健医療の向上及び福祉の増進に資

する情報の収集、整理及び分析並びにその結果の活用の促進に関す

る事務を加えるとともに、当該事務に係る業務の運営に関する事項

を定めるに当たっては、当該業務に関し専門的な知識及び経験を有
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する者の意見を聴かなければならないものとすること。（第 15 条第

１項第８号及び第５項関係） 

オ 支払基金は、定款の定めるところにより審査委員会を設けるもの

とするとともに、審査委員会の委員は理事長が委嘱するものとする

こと。（第 16 条第１項及び第２項関係） 

カ 審査委員会の委員の数について、診療担当者を代表する者、保険

者を代表する者及び学識経験者それぞれ同数としていたものを、診

療担当者を代表する者及び保険者を代表する者を同数とするものと

すること。（第 16 条第２項関係） 

キ 支払基金は、各保険者に、診療報酬請求書の審査等の業務に関す

る事務の執行に要する費用を、その提出する診療報酬請求書の数、

当該診療報酬請求書の審査の内容その他の当該費用を算出するに当

たり考慮すべき事項として厚生労働省令で定めるものを基準として

負担させるものとすること。（第 26 条関係） 

 

（２） その他所要の改正を行うこと。 

 

４ 国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）の一部改正 

  （１） 賦課決定の期間制限に関する事項 

       保険料の賦課決定をした後に、被保険者の責めに帰することのでき

ない事由によって被保険者に関する健康保険法等との間における適用

関係の調整を要することが判明した場合における保険料の額を減少さ

せる賦課決定は、当該年度における最初の保険料の納期の翌日から起

算して２年を経過した日以後であっても、当該年度における最初の保

険料の納期の翌日から起算して調整に必要と認められる期間に相当す

る期間を経過する日まですることができるものとすること。（第 110 条

の２第２項関係） 

 

（２） 資料の提供等に関する事項 

市町村は、世帯主の資産の状況等に加え、被保険者の資格の取得及

び喪失に関する事項についても、関係者に報告等を求めることができ

るものとすること。（第 113 条の２第１項関係） 

 

（３） 国民健康保険団体連合会に関する事項 

ア 国民健康保険団体連合会は、診療報酬請求書の審査における公正 

性及び中立性の確保並びに診療報酬請求書情報等の分析等（イの事 
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務をいう。）を通じた国民の保健医療の向上及び福祉の増進、情報 

通信の技術の活用による業務運営の効率化の推進並びに業務運営に 

おける透明性の確保に努めるとともに、医療保険制度の安定的かつ 

効率的な運営に資するよう、支払基金と有機的に連携しつつ、診療 

報酬の適正な請求に資する支援その他の取組を行うよう努めなけれ 

ばならないものとすること。（第 85 条の２関係） 

イ 国民健康保険団体連合会は、第 45 条第５項の規定により市町村 

及び国民健康保険組合から委託を受けて行う療養の給付に要する費 

用等の請求に関する審査及び支払の業務を行うこととするととも 

に、診療報酬請求書及び特定健康診査等に関する記録に係る情報そ 

の他の国民の保健医療の向上及び福祉の増進に資する情報の収集、 

整理及び分析並びにその結果の活用の促進に関する事務等を行うこ 

とができるものとすること。（第 85 条の３関係） 

 

（４） 都道府県による保健事業の支援に関する事項 

都道府県は、第 82 条第１項の規定により市町村及び国民健康保険

組合が行う被保険者の健康の保持増進のために必要な事業に関して、

その適切かつ有効な実施を図るため、当該事業の実施のために必要な

支援を行うよう努めなければならないものとするとともに、当該支援

のため、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県内の市町

村に対し、当該被保険者に係る保険給付の審査及び支払に係る情報等

の提供を求めることができるものとすること。（第 82 条第 11 項及び

第 12 項関係） 

 

（５） 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する事項 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について、２の（１）に

準じた改正を行うこと。（第 82 条第３項から第６項まで関係） 

 

（６） 電子資格確認及び被保険者記号・番号等の告知制限等に関する 

事項 

電子資格確認及び被保険者記号・番号等の告知制限等について、１

の（３）に準じた改正を行うこと。（第 36 条第３項、第 54 条第２

項、第 54 条の２第３項、第 54 条の３第４項、第 111 条の２及び第

113 条の４関係） 

 

（７） その他所要の改正を行うこと。 
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５ 地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成 

元年法律第 64 号）の一部改正 

  （１） 医療情報化支援基金に関する事項 

ア 支払基金は、保険医療機関等又は指定訪問看護事業者が行う電子

資格確認の実施に必要な費用その他地域において効率的かつ質の高

い医療提供体制を構築するための医療機関等の提供する医療に係る

情報化の促進に要する費用を補助する業務及びこれに附帯する業務

（イにおいて「医療機関等情報化補助業務」という。）を行うもの

とすること。（第 23 条関係） 

イ 支払基金は、医療機関等情報化補助業務に要する費用に充てるた

めに医療情報化支援基金を設け、ウの規定により交付を受けた補助

金をもってこれに充てるものとすること。（第 31 条第１項関係） 

ウ 政府は、予算の範囲内において、支払基金に対し、医療情報化支

援基金に充てる資金を補助することができるものとすること。（第

31 条第５項関係） 

エ ウの規定により政府が交付する補助金の財源については、社会保

障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費

税法の一部を改正する等の法律の施行により増加する消費税の収入

をもって充てるものとすること。（第 31 条第６項関係） 

 

（２） その他所要の改正を行うこと。 

 

６ 介護保険法（平成９年法律第 123 号）の一部改正 

   （１） 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について、２の（１） 

に準じた改正を行うこと。（第 115 条の 45 第５項から第８項まで及 

び第 117 条第３項第６号関係） 

   

（２） 医療及び介護給付の費用の状況等に関する情報の連結解析及び提

供に関する仕組みの創設について、１の（２）に準じた改正を行う

こと。（第 118 条の３から第 118 条の９まで、第 205 条の３及び第

206 条の２第４号関係） 

 

（３） その他所要の改正を行うこと。 

 

７ 船員保険法（昭和 14 年法律第 73 号）の一部改正 
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（１） 被扶養者の要件について、１の（１）に準じた改正を行うこと。 

（第２条第９項関係） 

 

（２） 電子資格確認及び被保険者等記号・番号等の告知制限等につい 

て、１の（３）に準じた改正を行うこと。（第２条第 12 項、第 53 

条第６項、第 61 条第１項、第 62 条第１項、第 63 条第１項、第 65 

条第３項、第 143 条の２及び第 153 条の 11 関係）  

 

（３） その他所要の改正を行うこと。 

 

８ 国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）の一部改正 

被保険者の資格について、１の（１）に準じた改正を行うこと。（第

７条から第９条まで関係） 

 

９ 施行期日等 

（１） 施行期日 

この法律は、令和２年４月１日から施行するものとすること。ただ

し、次に掲げる事項は、それぞれ次に定める日から施行するものとす

ること。（改正法附則第１条関係） 

ア ２の（２）、３の（１）のカ並びに４の（１）及び（２） 公布 

の日 

イ ５ 令和元年 10 月１日 

ウ １の（２）（１の（２）のアの（イ）を除く。）、２の（３）、３の

（１）のア、イ及びエ、４の（３）並びに６の（２） 令和２年 10  

月１日 

エ １の（３）、２の（４）、４の（６）及び７の（２） 公布の日か

ら起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日 

オ ３の（１）のウ、オ及びキ 令和３年４月１日 

カ １の（２）のアの（イ） 令和４年４月１日 

 

（２） 検討規定 

政府は、この法律の施行後３年を目途として、この法律による改正

後のそれぞれの法律の施行の状況、医療の質の向上に資するための情

報の活用の状況、個人番号カードの普及の状況その他社会経済の情報

化の進展状況等を勘案し、必要があると認めるときは、改正後の各法

律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ず
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るものとすること。（改正法附則第２条関係） 

 

（３） 経過措置等 

この法律の施行に関し、必要な経過措置等を定めるとともに、関係法

律について所要の改正を行うものとすること。（改正法附則第３条から

第 16 条まで関係） 


